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○特別支援学校への就学奨励に関する法律 

（昭和二十九年六月一日） 

（法律第百四十四号） 

第十九回通常国会 

第五次吉田内閣 

改正 昭和三一年六月一四日法律第一五三号 

同三三年四月二八日同第一〇二号 

同三四年三月二四日同第三四号 

同三五年三月三一日同第二四号 

同三六年三月二五日同第五号 

同三七年三月二三日同第二〇号 

同三八年一二月二一日同第一八二号 

平成一一年一二月二二日同第一六〇号 

同一五年七月一六日同第一一七号 

同一八年六月二一日同第八〇号 

同一九年六月二七日同第九六号 

同二八年五月二〇日同第四七号 

盲学校、ろう
、、
学校及び養護学校への就学奨励に関する法律をここに公布する。 

特別支援学校への就学奨励に関する法律 

（昭三三法一〇二・平一八法八〇・改称） 

（この法律の目的） 

第一条 この法律は、教育の機会均等の趣旨に則り、かつ、特別支援学校への

就学の特殊事情にかんがみ、国及び地方公共団体が特別支援学校に就学する

児童又は生徒について行う必要な援助を規定し、もつて特別支援学校におけ

る教育の普及奨励を図ることを目的とする。 

（昭三一法一五三・昭三三法一〇二・平一八法八〇・一部改正） 

（国及び都道府県の行う就学奨励） 
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第二条 都道府県は、当該都道府県若しくは当該都道府県に包括される市町村

の設置する特別支援学校又は当該都道府県の区域内の地方独立行政法人法

（平成十五年法律第百十八号）第六十八条第一項に規定する公立大学法人の

設置する特別支援学校若しくは私立の特別支援学校への児童又は生徒の就学

による保護者等（児童又は未成年の生徒については学校教育法（昭和二十二

年法律第二十六号）第十六条に規定する保護者、成年に達した生徒について

はその者の就学に要する経費を負担する者をいう。以下同じ。）の経済的負

担を軽減するため、その負担能力の程度に応じ、特別支援学校への就学のた

め必要な経費のうち、小学部又は中学部の児童又は生徒に係るものにあつて

は第二号から第六号までに掲げるものについて、高等部（専攻科を除く。）

の生徒に係るものにあつては第一号から第五号までに掲げるもの（付添人の

付添いに要する交通費を除く。）について、その全部又は一部を支弁しなけ

ればならない。 

一 教科用図書の購入費 

二 学校給食費 

三 通学又は帰省に要する交通費及び付添人の付添いに要する交通費 

四 学校附設の寄宿舎居住に伴う経費 

五 修学旅行費 

六 学用品の購入費 

２ 前項各号に掲げる経費の範囲、その算定基準その他同項の規定による経費

の支弁の基準に関し必要な事項は、政令で定める。 

３ 都道府県は、第一項の規定により支弁した経費のうち他の都道府県の区域

内に住所を有する児童又は生徒に係るものについては、当該他の都道府県に

対して、その二分の一を求償することができる。 

４ 国は、学校教育法第二条第二項に規定する国立学校である特別支援学校へ

の就学のため必要な経費について、第一項及び第二項の規定に準じて支弁し

なければならない。 
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（昭三一法一五三・昭三三法一〇二・昭三四法三四・昭三五法二四・

昭三六法五・昭三七法二〇・昭三八法一八二・平一五法一一七・平一

八法八〇・平一九法九六・平二八法四七・一部改正） 

（経費の支給） 

第三条 前条第一項又は第四項の規定により国又は都道府県が支弁する経費は、

当該児童又は生徒の就学する学校の校長に対して交付するものとする。 

２ 前項の規定により経費の交付を受けた校長は、これを、政令の定めるとこ

ろにより、金銭をもつて当該児童若しくは生徒又はその保護者等に対して支

給しなければならない。ただし、政令で定める特別の事情があるときは、現

物をもつて支給することができる。 

（昭三一法一五三・昭三三法一〇二・平一五法一一七・一部改正） 

（国の負担） 

第四条 国は、第二条第一項の規定により都道府県が支弁する経費の二分の一

を負担する。 

（昭三三法一〇二・一部改正） 

（経費に関する資料の提出） 

第五条 特別支援学校の校長及び特別支援学校に就学する児童又は生徒（高等

部の専攻科の生徒を除く。）の保護者等は、文部科学大臣又は都道府県の教

育委員会の定めるところにより、国又は都道府県が第二条の規定により支弁

すべき経費の算定に必要な資料を文部科学大臣又は都道府県の教育委員会に

提出しなければならない。 

（昭三三法一〇二・全改、平一一法一六〇・平一八法八〇・一部改正） 

附 則 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三一年六月一四日法律第一五三号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。ただし、養護学校への就学の奨励に

関する部分は、昭和三十二年四月一日から施行する。 
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２ この法律による改正後の盲学校、ろう
、、
学校及び養護学校への就学奨励に関

する法律（以下「新法」という。）第二条第一項の規定中盲学校又はろう
、、
学

校の高等部（専攻科を除く。以下同じ。）への就学の奨励に関する部分は、

昭和三十一年度において使用される教科用図書の購入費から適用する。 

附 則 （昭和三三年四月二八日法律第一〇二号） 抄 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三四年三月二四日法律第三四号） 

この法律は、昭和三十四年四月一日から施行する。 

附 則 （昭和三五年三月三一日法律第二四号） 

この法律は、昭和三十五年四月一日から施行する。 

附 則 （昭和三六年三月二五日法律第五号） 

この法律は、昭和三十六年四月一日から施行する。 

附 則 （昭和三七年三月二三日法律第二〇号） 

この法律は、昭和三十七年四月一日から施行する。 

附 則 （昭和三八年一二月二一日法律第一八二号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（盲学校、聾
ろう

学校及び養護学校への就学奨励に関する法律の一部改正に伴う

経過規定） 

10 当分の間、盲学校、聾
ろう

学校及び養護学校の小学部又は中学部の児童又は生

徒で義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律（昭和三十七年法律第

六十号）附則第二項及びこの法律の附則第四項の規定に基づく政令で定める

ところにより教科用図書の給与を受けないこととなるものについては、この

法律による改正後の盲学校、聾
ろう

学校及び養護学校への就学奨励に関する法律

（昭和二十九年法律第百四十四号）第二条第一項各号列記以外の部分中「第

二号から第六号まで」とあるのは「次の各号」と読み替えて同項の規定を適
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用する。 

―――――――――― 

○中央省庁等改革関係法施行法（平成一一法律一六〇）抄 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこの法律（以下「改革関係法等」と

総称する。）の施行前に法令の規定により従前の国の機関がした免許、許可、

認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為は、法令に別段の定め

があるもののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令

の相当規定に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指

定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。 

２ 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してさ

れている申請、届出その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、

改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づい

て、相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

３ 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届

出、提出その他の手続をしなければならないとされている事項で、改革関係

法等の施行の日前にその手続がされていないものについては、法令に別段の

定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の

施行後の法令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出そ

の他の手続をしなければならないとされた事項についてその手続がされてい

ないものとみなして、改革関係法等の施行後の法令の規定を適用する。 

（政令への委任） 

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六条まで及び第千三百一条から前条

まで並びに中央省庁等改革関係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行

に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 

（施行期日） 
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第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 

一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法

律の一部を改正する法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第千三百

五条、第千三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項

及び第千三百四十四条の規定 公布の日 

―――――――――― 

附 則 （平成一五年七月一六日法律第一一七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十六年四月一日から施行する。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第八条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し

必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則 （平成一八年六月二一日法律第八〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一九年六月二七日法律第九六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。 

（平成一九年政令第三六二号で平成一九年一二月二六日から施行） 

附 則 （平成二八年五月二〇日法律第四七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。 

 


